
Jノえ、

(歳入)

括

1繰

2繰

款

3諸

入

山形県母子父子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出補正予算(第1号)事項別明細書

4県

越

歳

金

収

補

金

入

正

入

ーユ'.

仟

の

(歳出)

・十

額

22,520

1 母子父子寡婦福祉資金貸付費

款

歳

2,655

補

30,643

出

30,000

正

補正

85,818

.'.

月1」

額

の

・十

額 補

85,818

160

正

85,818

額

三十

(単位:千円)

160

・十

160

160

85,978

補

国庫支出金

22,680

特

85,978

正

2,655

額

定

30,643

県

の

30,000

財

財

85,978

イヂ そ

源

源

(単位:千円)

の

内

他

160

般財源

160

訳

合

合



2歳 入

繰

目

般会計繰入金

入

補正

・十

^

目1」

金

3

の

第 1項

第 1款

額

出

母子父子寡婦福祉資金貸付費

22,520

補 正

般

22,520

目

1貸付事務費

額

・十

補正前の額

160

繰

・十

入

・十

160

金

第 2項

補

22,680

11,825

正

貸

22,680

11,825

区

額

般

付

160

斗

事

斗

ノ＼

繰

務

160

11,985

入

国庫支出金

補

特

費

金

金

正

11,985

額

額

の

県

財

160

財

仟

源

源

説

内

そ

(単位:千円)

の 他

明

160

般財源

160

区

節

報 酬

金

(単位:千円)

額

説

160 非常勤職員報酬

明

第様欠

節

会

分

会

訳

定

歳

1



般 職

括

区

補

刀

正

職

補

後

正

数
(人)

比

ーユ^

報

給

12

区

較

酬

(千円)

職員手当の内訳

扶養手当

12

住居手当

給

4,100

補

給

正

地域手当

料
(千円)

3,940

与

後

与

初任給調整手
当

補

160

職員手当
(千円)

正

費

特殊勤務手当

0^、

月1」 比

特地勤務手当

明

費

へき地手当

細

較

定時制通信教
育手当

区

(千円)

産業教育手当

4,100

時間外勤務手
当

済費
(千円)

補

3,940

正

夜間勤務手当

後

160

期末手当

補 正

・十

(千円)

勤勉手当

^

月1」 比

寒冷地手当

4,100

備

宿日直手当

3,940

較

通勤手当

区

160

管理職手当

考

農林漁業普及
指導手当

補 正

災害派遣手当

後

退職手当

補 正

義務教育等教
員特別手当

^

月1」

(単位:千円)

比

単身赴任手当

管理職員特別
勤務手当

較

書

合共計

分分

員

総)1(

分



Jノえ、

括

(歳入)

1分担金及び負担金

2国

欣

3諸

庫

4繰

支

山形県国民健康保険特別会計歳入歳出補正予算(第1号)事項別明細書

歳

出

収

補

金

入

入

正

入

」'角

金

の

(歳出)

・十

額

23,926,656

1 国民健康保険事業費

24,636,998

点

歳

補

39,454,817

出

5,263,953

正

補正

93,282,424

^

月1」

額

の 額

93,282,424

補

93,282,424

正

166

額

4

三十

(単位:千円)

十

170

170

170

93,282,594

23,926,656

補

国庫支出金

93,282,594

特

24,637,164

正

39,454,821

額

定

県

166

5,263,953

の

93,282,594

財

166

財

債 そ

源

源

(単位:千円)

の

内

他

般財源

4

4

訳

合

計合



2 歳 入

国

1国

目

庫

庫補助

支

補正

・十

金

出

.」、'.

月1」

金

の

第 3款

額

8,302,538

第 2項

補

国

8,302,538

正

4雑

目

庫

額

収

補

166

補正

圭十

・十

助

入

166

ーユ'.

8,302,704

月1」

入

金

の

第 4項

額

8,302,704

保険者努力支援制度交付金

補

315

区

雑

39,435,502

正

節

フコ

額

4

斗

金

入

4

額

319

39,435,506

166

区

般 社

(単位:千円)

節

保

明

険 料

金 額

4

(単位:千円)

明

第 2款

説

説

分

会

諸

2



3 歳

第礁欠

出

国民健康保険事業費

目

1保健事業費

補正前の額 補

136,293

正

第 4項

・十

額

保

170

・十

健

136,293

136,463

事

国庫支出金

補

特

業

正 額

170

費

定

166

の

県

財

財

136,463

仟

源

源

内

そ の 他

166

般財源

4

区

節

報

4

3 職員手当等

酬

金

4

(単位:千円)

額

済

110

費

非常勤職員報酬

50

明

期末手当
勤勉手当

10

30

20

説

分

訳

共



(1)総

較

、 jL

職

括

区

補

フJ

正

職員数
(人)

補

後

正

比

^

報

給

区

較

職員手当の内訳

酬

(千円)

扶養手当

分

住居手当

給

補

2,310

給

正

地域手当

料
(千円)

2,200

与

後

与

初任給調整手
当

補

110

正

職員手当
(千円)

費

特殊勤務手当

0^、

目1」 比

特地勤務手当

明

費

へき地手当

900

細

較

定時制通信教
育手当

区

(千円)

850

産業教育手当

3,210

50

ノ＼

時間外勤務手
当

済費
(千円)

補

3,050

正

夜間勤務手当

後

160

期末手当

補

660

正

き十
(千円)

勤勉手当

650

ーユ^

月1」 比

寒冷地手当

3,870

10

備

490

宿日直手当

3,700

較

410

通勤手当

区

170

管理職手当

460

分

考

農林漁業普及
指導手当

390

補 正

災害派遣手当

30

後

退職手当

補

20

正

義務教育等教
員特別手当

^

剛

(単位:千円)

比

単身赴任手当

管理職員特別
勤務手当

書

合共計



(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区

職員手当

分 増 減
(千

額

円)

50 1制度改正に伴う増減分

増減事由別内訳(千円)

50 期末手当の増

勤勉手当の増

説 明

30

20

備 考



Jノ→、

(歳入)

括

3繰

4諸

款

5県

山形県小規模企業者等設備導入資金特別会計歳入歳出補正予算(第1号)事項別明細書

越

歳

収

金

入

補

入

正

債

^

・十

の

(歳出)

額

160,619

1 小規模企業者等設備導入貸付費

款

197,387

歳

補

120,500

出

478,506

正

補正
ーユJ-

目1」

額

の

・十

額 補

478,506

正

478,506

140

額

芸十

(単位:千円)

140

・十

140

140

478,646

補

国庫支出金

160,619

特

478,646

正

197,527

額

120,500

県

478,646

の

財

財

作

源

そ

源

(単位:千円)

の

内

他

140

般財源

140

訳

定

合

合



2歳

4款

入

1貸付金元利収入

目

収

第 4款

補正

・十

^

目1」

入

諸

の

2雑

第 1項

額

目

186,023

補

貸

収

186,023

正

付

補正

3

・十

金

入

歳

額

^

目1」

入

出

小規模企業者等設備導入貸付費

137

の

利

第 3項

額

委十

収

補

目

137

354

雑

1貸付事務費

入

186,160

正

11,354

補正前の額

高度化資金貸付金元利収入

額

186,160

区

3

計

補

第 2項

斗

6,487

節

入

フコ

正

3

貸

額

357

付

金

6,487

140

・十

11,357

区

般

事

社

額

務

6,627

節

国庫支出金

137

ノ＼

補

特

140

保

費

正

険

額

定

料

金

6,627

(単位:千円)

の

県

財

財

仟

源

明

額

源

内

そ

3

の 他

説

140

般財源

(単位:千円)

明

140

区

節

報

3 職員手当等

酬

金

(単位:千円)

額

100 非常勤職員報酬

40

明

期末手当
勤勉手当

第 1款

説

説

元

会

分

訳

諸第

1

部
⑳



(1)総

較

般 職

括

区

補

ノ＼

正

職

補

後

正

数
(人)

比

ー、.ι一

報

給

区

較

職員手当の内訳

酬

(千円)

扶養手当

住居手当

給

補

2,710

給

正

地域手当

料
(千円)

2,610

与

後

与

初任給調整手
当

補

100

正

職員手当
(千円)

特殊勤務手当

ーユ^

月U 比

特地勤務手当

明

費

へき地手当

1,070

細

較

定時制通信教
育手当

1,030

区

(千円)

産業教育手当

3,780

40

時間外勤務手
当

済費
(千円)

補

3,640

正

夜間勤務手当

後

140

期末手当

補

740

正

斗
(千円)

勤勉手当

740

^

月Ⅱ 比

寒冷地手当

4,520

備

宿日直手当

580

4,380

較

通勤手当

490

区

140

管理職手当

560

考

農林漁業普及
指導手当

470

補 正

災害派遣手当

20

後

退職手当

補

20

正

義務教育等教
員特別手当

^

月U

(単位:千円)

比

単身赴任手当

管理職員特別
勤務手当

書

合共

費

計

分分

員

分



(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区

職員手当

分 増 減

(千

額

円)

40 1制度改正に伴う増減分

増減事由別内訳(千円)

40 期末手当の増

勤勉手当の増

明

20

20

備 考説



J/＼

括

(歳入)

2財

3繰

款

産

4諸

歳

収

入

山形県士地取得事業特別会計歳入歳出補正予算(第1号)事項別明細書

入

収

入

補

金

正

入

(歳出)

^

・十

の 額

2 酒田北港地区用地取得事業費

款

408,351

5公

51,240

歳

補

補正

151

債

出

459,742

正

ーユ.ι一

目1」 の額

費

額

補

・十

421,243

正

38,499

87

額

459,742

2,200

2,290

・十

3

計

2,290

(単位:千円)

2,290

423,533

補

国庫支出金

特

38,499

正

408,438

462,032

額

定

53,440

県

の

財

154

462,032

財

仟 そ

源

源

(単位:千円)

の

内

他

2,290

般財源

2,290

訳

合

合



2 歳 入

財

1不動産売払収入

目

産 収

補正

・十

第 3款

入

」■.

月1」

第 1項

の 額

繰

398,336

補

財

2酒田北港地区用地取得
事業一般会計繰入金

目

産

398,336

正

入

額

補正

払

・十

87

第 4款

収

ーユ'.

剛」

金

・十

の

入

第 1項

釘

額

諸

51,240

補

398,423

1雑

目

正

般

51,240

士地建物

398,423

収

区

額

補正

・十

2,200

計

入

節

繰

^

目1」

入

計

払収入

入

2,200

の

第 1項

額

金

補

金

53,440

151

雑

正

酒田北港地区用地取得事業一般会
計繰入金

53,440

額

151

区

額

87

節

3

分

圭十

入

(単位:千円)

3

金

明

154

額

区

般

154

2,200

社

刀

保

(単位:千円)

険 料

金

明

額

3

(単位:千円)

明

第 2款

説

説

分

ヂ

売

説

会

Π艮

会

2



3 歳

第 2款

出

酒田北港地区用地取得事業費

目

1 開発

補正前の額

務費

第 3項

補

27,432

正

開

額

発

2 開発事務所費

910

斗

゛= 理

28,342

国庫支出金

補

特

費

正

25,730

額

定

の

県

財

財

計

1,380

仟

源

源

内

そ の

27, HO

他

53,162

910

般財源

2,290

区

,凡"・

報

分

55,452

2 ネ合

酬

3 職員手当等

金

1,380

(単位:千円)

額

料

60 非常勤職員報酬

4

440

共

明

一般職給

2

済

140

給

費

扶養手当
期末手当
勤勉手当
寒冷地手当
通勤手当

児童手当

3 職員手当等

2,290

料

270

△ 80

200

180

10

△ 30

△ 140

4

550

共

一般職給

済

750

費

扶養手当

住居手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当
児童手当

80

360

△ 260

230

130

40

250

説

訳

総



般 職

括

区

補

フJ

正

職

補

後

正

数
(人)

比

^

報

給

区

7

較

職員手当の内訳

扶養手当

7

分

住居手当

給

補

1,170

給

正

地域手当

料
(千円)

1, HO

与

後

与

初任給調整手
当

920

補

24,650

60

正

職員手当
(千円)

1,210

費

特殊勤務手当

^

月1」

23,660

640

比

特地勤務手当

200

明

1,470

費

20,260

990

へき地手当

細

較

200

19,480

定時制通信教
育手当

280

Ⅱ0

区

(千円)

△ 260

産業教育手当

46,080

780

刀

時間外勤務手
当

110

済費
(千円)

補

44,250

正

夜間勤務手当

後

1,830

期末手当

8,720

補

6,000

正

・十

(千円)

勤勉手当

8,370

^

月1」 比

寒冷地手当

54,800

350

6,000

備

6,030

宿日直手当

52,620

較

4,940

通勤手当

区

2,180

5,600

管理職手当

270

ノ＼

4,630

考

農林漁業普及
指導手当

補 正

災害派遣手当

260

380

430

後

退職手当

補

310

正

義務教育等教
員特別手当

370

10

ーユ'.

目1」

(単位:千円)

比

単身赴任手当

管理職員特別
勤務手当

10

較

200 200

書

合共十二而酬
円千( )

員

総)1(



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

分 増

料

減

(千

額

円)

990 1 給与改定に伴う増減分

増減事由別内訳(千円)

職員手当 780

2職員の変動等に係る増減分

1 制度改正に伴う増減分

2職員の変動等に係る増減分

830

明

160

480

職員の変動等による増

期末手当の増

勤勉手当の増

300

備

職員の変動等による増

考

260

220

6年4月1日

2.45%

時期

7年4月1日

3.49%

期寺

率
施

況
定
実

状
改
{

の
の
改

定
度
与
与

年
給

ノ<

、
則

率
施
定
実
改
定
の
改

度
与
与

年
給
給

本
く

説

布



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員 1人当たり給与

区

イテ 政 職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

刀

級別職員数

区

平均年齢(歳)

ノ＼

令和 7年Ⅱ月1日

ノー

級

政

令和 7年Ⅱ月 1日

1級

職

備考

2級

職員数(人)

340,033

3級

444,603

構成比は表示単位未満四捨五入のため、

(級別の基準となる職務)

令和7年1月1日

4級

区

5級

39.3

構成比(%)

刀

行政職

1

2

324,583

16.フ

級

3

394,264

級

イ

232,000

令和7年1月1日

1級

33.3

2

38.6

初任給

6

区分

主任主事

主任技師

2級

職員数(人)

50.0

級

高校卒

3級

計において一致しない

200,300

大学卒

100.0

4級

3

5級

級

本

係

構成比(%)

行政職(円)

長

4

県

級

202,000

16.フ

3

0

234,900

16.フ

5

16.フ

6

課長補佐

級

50.0

国

100.0計

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

計

主
技
事
師



ニ]ニ 昇給

職

区

イ丁

係

政

る 職

刀

号

職

数(A)

給

数(B)

数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 号給(人)

内

3 号給(人)

比

補正

6

4 号給(人)

オ期末手当・勤勉手当

区

6

5 号給(人)

.',.

月1」

刀

6 号給(人)

6

補正後

7 号給(人)

6

率(B)/(A)

補正前

8 号給(人)

支給期別支給率

6月明分)

5

(1
2

国の制度

20 )
30

備考

(1
2

(%)

20 )
30

5

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

(1
2

2 0 )
30

12月明分)

100.0

a
2

2 5 )
35

(1
2

100.0

2 0 )
30

( 1.
2

支給率計明分)

2 5 )
35

( 2.
4

4 5 )
65

(2
4

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

40 )
60

( 2.
4.

4 5 )
65

有

有

備

有

考

昇給 員

員

こ

訳



区

力

扶養手当

その他の手当

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

同じ

異なる

異なる

手当の支給対象となる家賃額の下限

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

差 異 の 内

限度額

限度額

53,000円(国 31,600円)

25,500円(国 31,600円)

14,000円(国 16,000円)

容分



括
ノノ,、

(歳入)

1使

3繰

欣

5諸

用

6県

入

山形県港湾整備事業特別会計歳入歳出補正予算(第2号)事項別明細書

歳

料

収

補

金

入

(歳出)

正

入

^

債

の

き十

1竺

額

款

2整

147,285

3公

理

392,238

歳

補

補正

備

23,887

ーユ上.

費

債

出

目1」

4,883,500

の額

正

費

5,446,910

補

費

185,957

額

正

4,883,500

き十

額

37フ,453

5,446,910

1,000

1,000

・十

ヨ十

(単位:千円)

186,957

補

国庫支出金

1,000

1,000

4,883,500

特

正

37フ,453

額

定

5,447,910

147,285

県

393,238

の

財

財

23,887

債

4,883,500

そ

源

源

5,447,910

(単位:千円)

の

内

他

1,000

般財源

1,000

訳

合

合



2 歳

第 3款

入

繰

1-般会計繰入金

目

入

補正

・十

^

貝1」

3

金

の

歳

第 1項

第 1款

額

392,238

補

出

392,238

正

般

目

1施設管理費

額

理

き十

1,000

補正前の額

繰

斗

入

1,000

費

金

補

第 1項

393,238

35,600

正

393,238

額

区

般

・十

1,000

委十

斗

理

繰

36,600

入

国庫支出金

185,957

補

特

費

金

金

正 額

定

額

の

県

1,000

1,000

財

財

債

源

源

内

186,957

そ

(単位:千円)

の 他

1,000

明

般財源
区

2 ホ合

節

刀

3 職員手当等

1,000

料

金

(単位:千円)

額

4

870

△ 250

一般職給

済 費

明

扶養手当
住居手当
期末手当

勤勉手当
通勤手当
児童手当

380

60

△ 240

250

200

50

△ 570

説

節

説

刀

会

会

訳

共

管管



般 職

括

区

補

/J

正

職員数
(人)

補

後

正

比

^

報

給

区

5

較

職員手当の内訳

酬
(千円)

扶養手当

5

ノ＼

住居手当

給

補

給

正

地域手当

料
(千円)

与

後

与

初任給調整手
当

560

補

19,000

正

職員手当
(千円)

特殊勤務手当

600

費

^

月Ⅱ

18,130

500

比

特地勤務手当

明

費

840

H,000

870

へき地手当

細

較

10,680

定時制通信教
育手当

区

60

(千円)

△ 240

産業教育手当

30,000

320

ノ＼

時間外勤務手
当

済費
(千円)

補

28,810

正

夜間勤務手当

後

1,190

期末手当

6,050

補

1,090

正

考十

(千円)

勤勉手当

5,670

^

月1」 比

寒冷地手当

36,050

380

1,090

備

4,290

宿日直手当

34,480

較

3,510

通勤手当

区

1,570

4,040

管理職手当

50

3,310

考

農林漁業普及
指導手当

補 正

災害派遣手当

50

600

250

後

退職手当

補

200

正

義務教育等教
員特別手当

550

.^、

月U

(単位:千円)

比

単身赴任手当

管理職員特別
勤務手当

50

較

300 300

書

合共計

分

総)1(



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

士日

料

減

(千

額

円)

870 1 給与改定に伴う増減分

増減事由別内訳(千円)

職員手当 320

2職員の変動等に係る増減分

1 制度改正に伴う増減分

2職員の変動等に係る増減分

690

明

180

350

職員の変動等による増

期末手当の増

勤勉手当の増

△ 30

備

職員の変動等による減

考

190

160

6年4月1日

2.45%

3.49%

1日

率定

況状
改
{
の
改

正
度
与
与

年
給
給

剛

<

い

ノ

分

月4年
期
7
寺

率定改の与

△

年
給本
く

説



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員 1人当たり給与

区

1テ 政 職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

刀

級別職員数

区

平均

分

年齢(歳)

令和 7年Ⅱ月 1日

イ丁

級

政

令和 7年Ⅱ月1日

1級

職

2級

職員数(人)

312,340

3級

381,091

令和7年1月1日

4級

(級別の基準となる職務)

区

5級

35.6

構成比(%)

刀

行政職

・十

1

2

300,940

20.0

級

370,268

20.0

級

イ

232,000

令和7年1月1日

1級

40.0

2

34.6

初任給

5

区分

主任主事

主任技師

2級

職員数(人)

20.0

級

高校卒

3級

200,300

大学卒

100.0

4級

3

5級

級

本

係

構成比(%)

行政職(円)

長

4

県

2

級

202,000

20.0

234,900

20.0

5

40.0

5

課長補佐

級

20.0

国

100.0計

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

主
技
事
師



ニ]ニ 昇給

職

区

イ丁

給 係

政

る 職員数(B)

分

号

職

数(A)

給 数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 号給(人)

内

3 号給(人)

比

補正

4 号給(人)

5

オ期末手当・勤勉手当

区

5

5 号給(人)

^

月1」

分

6 号給(人)

5

補正後

7 号給(人)

5

率(B)/(A)

8 号給(人)

補正前

支給期別支給率

6月明分)

4

(1
2

国の制度

20 )
30

備考

( 1.
2

W。)

20 )
30

4

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

(1
2

20 )
30

12月明分)

100.0

(1
2.

2 5 )
35

(1
2

100.0

20 )
30

支給率計明分)

(1
2

2 5 )
35

(2
4

45 )
65

(2
4

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

40 )
60

(2
4.

45 )
65

有

有

備

有

考

員

こ

訳

昇



区

力

扶養手当

その他の手当

刀

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

同じ

異なる

異なる

手当の支給対象となる家賃額の下限

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

差 異 の 内

限度額

限度額

容

聡,000円(国 31,600円)

25,500円(国 31,600円)

14,000円(国 16,000円)


